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※ 本ビジョンの対象事業は、公共下水道、農業集落排水施設、市設置高度処理型浄化槽
の３種類を対象とします。 

※ 本文中「＊」の付いている用語は、「資料編 資料３ 用語解説」で説明しています。 
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第  章 1 
 

はじめに 
 
 
 

1見直しの趣旨 
 

本市の下水道事業（公共下水道、農業集落排水施設及び市設置高度処理型浄化槽＊）
は、市民の生活環境の改善、公共用水域の水質保全、浸水の防除などを目的として、計
画的に事業を推進してきました。 
また、本市の上位計画である「相模原市総合計画」の部門別計画として、「相模原市下

水道ビジョン（計画期間︓平成２３年度～令和２年度）（以下「旧ビジョン」という。）」
を平成２３年３月に策定し、下水道についての様々な施策の基本的な方向性を示すとと
もに、個別の事業計画を策定・実行してきました。 
しかし、旧ビジョンの策定以降、本市の下水道事業は、大規模地震や局地的集中豪雨

などの自然災害への対策、人口減少や節水型社会の進展による使用料収入の減少、施設
の老朽化に対する改築需要の増加、水源地域＊の未普及解消＊など、多種多様な課題に直
面しています。 
このため、これらの課題や、官民連携＊の推進、広域化・共同化の推進など、近年の国

の動向等を踏まえ、今後の施策の方向性や具体的取組を示し、より効率的かつ効果的な
下水道事業の推進を図るため、旧ビジョンの全面的な見直しを実施し、新たに「第２次
相模原市下水道ビジョン（以下「本ビジョン」という。）」を策定しました。 
 
 

2 策定の基本的視点 
 

本ビジョンの策定に当たっては、次の基本的視点に立って策定しました。 
 

（１）持続可能な経営の視点 
下水道を取り巻く様々な環境の変化に対応し、安全で信頼できる下水道事業と

するため、持続可能な経営に資する事業展開に努めます。 
 

（２）ＰＤＣＡサイクル＊による視点 
施策や取組を検証し、成果に基づいた評価を行い、その結果により明らかにな

った課題を速やかに事業展開に反映するための仕組み（PDCA サイクル）により、
市民満足度の向上に努めます。 

 

（３）パートナーシップに基づく視点 
地域における政策課題等に対応するため、市民や企業など多様な主体と協働を

進めます。 
 

（４）新しい取組に挑戦する視点 
既成の概念にとらわれず、新しい取組へも柔軟に対応していきます。 
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3 計画期間 
 

本ビジョンは、本市の下水道事業における中長期的な施策・具体的取組を示す計画で
あることから、計画期間は令和２年度から令和１１年度までの１０年間とします。 
 
 

4 位置付け 
 

本ビジョンは、「相模原市総合計画」を上位計画とし、「相模原市都市計画マスタープ
ラン」、「第３次相模原市環境基本計画」などの他の部門別計画と整合を図りながら、国
土交通省が示した「新下水道ビジョン」及び「新下水道ビジョン加速戦略」並びに神奈
川県が示した「流域下水道中期ビジョン」などの考え方を踏まえて策定しました。 
また、同時に中長期的な経営の基本計画である「下水道事業経営戦略」を策定し、
本ビジョンの中に位置付けることにより、各施策・取組の投資計画と財源試算の整合を
示すことで、本ビジョンを経営面からも評価・確認できるよう構成しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 本ビジョンの位置付け 
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第  章 2 
 

下水道の概要 
 
 
 

1 下水道のあゆみ 
 

本市の下水道整備は、昭和４２年より JR 相模原駅周辺を中心に、汚水と雨水を同一
の下水管で排除する合流式＊として事業に着手しました。その後、神奈川県による相模
川流域下水道事業が計画されたことから、同事業への参画と同時に汚水と雨水を別々の
下水管で排除する分流式＊へ事業変更しました。以降、事業の進捗を図り、平成１２年度
末までに市街化区域のほぼ全域の汚水管整備を完了し、平成１４年度からは市街化調整
区域の汚水管整備を進めています。 
また、平成１８年及び１９年に、津久井湖、相模湖などの水源を抱える津久井町・相

模湖町・城山町・藤野町と合併し、４町の下水道整備区域を整理・見直しするとともに、
新たに浄化槽整備区域を指定し、浄化槽整備を並行して進めることになりました。 
なお、平成３０年度末時点の本市全体の汚水処理人口普及率＊は９８．０％となって

います。 
一方、雨水対策は、市制施行以来の急激な都市化に伴う排水路整備に始まり昭和４０

年代後半に都市下水路整備に着手した後、昭和５０年代にピークを迎えました。その間、
事業に長期間を要する河川改修や、雨水管の整備を補完するための雨水調整池＊の整備
にも着手し、飛躍的に浸水被害の解消が進みましたが、更なる都市化の進展に伴う流出
量の増加と保水機能＊の低下に起因する新たな浸水被害が発生するようになりました。 
このため、平成１６年度に「相模原市雨水対策基本計画」を策定し、浸水地域の対策

に取り組んできましたが、その後の津久井地域との合併や局地的集中豪雨の規模拡大等
に対応するため、平成２３年度に緊急対策、中期対策及び長期対策の３段階の計画期間
を設定した「改定・相模原市雨水対策基本計画」を策定し、緊急性の高い事業から優先
的に推進しています。 
また、平成２５年４月には、経営状況等の実態をより詳細に把握できる「企業会計方

式＊」を導入し、独立採算の原則に基づき、効率的・効果的な事業執行に取り組んでいま
す。 
 
 

2 相模川流域下水道の概要 
 

本市は下水処理場を有しておらず、神奈川県が事業主体となり、市町が整備する公共
下水道の汚水を集約して処理する流域下水道事業に接続することにより、汚水処理を行
っています。 
本市が接続している相模川流域下水道は、昭和４４年に相模川流域内の９市２町（当

時）の区域を対象として事業に着手し、昭和４８年６月に右岸処理場（呼称 四之宮水再
生センター）、昭和５２年１２月に左岸処理場（呼称 柳島水再生センター）で一部の市
町の下水処理を開始しました。 
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その後、区域を拡大し、現在は流域内の９市３町（相模原市、平塚市、藤沢市、茅ヶ
崎市、厚木市、伊勢原市、海老名市、座間市、綾瀬市、寒川町、大磯町、愛川町）で事
業を実施しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 相模川流域下水道計画概要図 
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第  章 3
a 

 

下水道事業の現状と課題 
 
 
 

１ 旧ビジョンの進捗状況 
 

本ビジョンの策定に当たって、これまで旧ビジョンで掲げてきた施策や取組の進捗状
況を評価するとともに、現在の下水道事業を取り巻く事業環境を整理し、現状と課題を
把握します。 
 

（１）基本方針と重点施策 
旧ビジョンでは、本市の下水道事業における様々な課題を効率的に解決していくため

に、７つの基本方針と１０の重点施策により対応していくことを示していました。 
 
 

基本方針 重点施策 

安全で安心して暮らせる社会をつくる 
〇浸水対策 

〇地震対策 

恵み豊かな自然環境を守り育てる 
〇生活排水処理対策 

〇水循環の形成 

人にやさしい快適な生活環境をつくる 〇合流式下水道の改善 

公共施設の効率的な配置及び維持管理の推進 
〇改築・更新 

〇不明水浸入対策 

次世代につなぐ持続可能な社会をつくる 〇地球温暖化対策 

地方分権改革を踏まえた歳入確保対策と歳出抑制対策 〇経営健全化 

行政サービスの質の向上を図る 〇市民への情報提供 

 

（２）重点施策の進捗状況 
旧ビジョンで掲げた各重点施策の成果等を定量的に評価するため、各施策に対する事

業指標を新たに設定し、その指標を用いて進捗状況を評価しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3-1 旧ビジョンにおける基本方針及び重点施策 

表 3-2 旧ビジョンの進捗評価 

※進捗状況の記号は「◎完了、○予定どおり、△遅れている、×未着手」を示す 

基本方針 重点施策 事業指標 Ｈ22末 H30末 進捗状況

1 安全で安心して暮らせる
社会をつくる

浸水対策
緊急浸水対策箇所実施箇所数 ー 13箇所 ○

浸水想定区域図の作成 ー 作成済 ◎

地震対策

ポンプ場及び管路の耐震化 ー
ポンプ場
耐震化完了

○

下水道ＢＣＰの策定 ー 策定済 ○

下水道ＢＣＰ職員訓練の実施 ー 1回/年 ○

2 恵み豊かな自然環境を
守り育てる

生活排水処理対策
生活排水処理率 97.2%

（Ｈ23末)
98.0% △

下水道水洗化率 98.3% 99.1% ○

水循環の形成
雨水浸透ます設置助成金制度での

設置数
112基/年 19基/年 △

3 人にやさしい
快適な生活環境をつくる

合流式下水道の改善 合流式下水道改善率 16.6% 61.7% ○

4 公共施設の効率的な配置及び
維持管理の推進

改築・更新

下水道施設維持管理計画の策定 ー 策定済 ◎

下水道管きょ調査延長 ー
280km
（Ｈ29末） △

下水道維持管理システムの構築 ー 構築済 ○

不明水浸入対策 （仮称）不明水浸入対策計画の策定 ー 策定中 △

5 次世代につなぐ
持続可能な社会をつくる

地球温暖化対策 ＬＥＤ導入施設数 0件 1件 △

6 地方分権改革を踏まえた
歳入確保対策と歳出抑制対策

経営健全化
経営計画の策定 ー 策定中 ○

企業会計への移行 ー 移行済 ◎

7 行政サービスの質の
向上を図る

市民への情報提供
下水道ＰＲイベントの開催 0回/年 2回/年 ○

小学校教材用下水道解説資料の作成 ー 作成済 ○
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浸水対策 
 

【 施策の概要 】 
「相模原市雨水対策基本計画」に基づいた計画的な雨水対策を進めるとともに、

市民の避難誘導のほか市民自らの防災活動・避難行動を促すよう、浸水シミュレー
ション＊などを実施し、浸水想定区域の把握・情報提供を行います。 

 

【 取組の進捗状況 】 

雨水管整備 

平成２６年度に策定した「相模原市緊急雨水対策事業実施計
画（計画期間︓平成２７年度～令和６年度）」に基づき、緊急
性の高い２４箇所において浸水対策事業を推進しており、平成
３０年度末現在で１３箇所の整備を完了しました。 
 

浸水想定区域図の作成 

平成２０年８月２９日に記録した１時間あたり９６．５ｍｍ
の降雨量を用いて、浸水の恐れがある範囲とその深さを想定し
た「浸水（内水＊）ハザードマップ＊（浸水想定区域図）」を作
成し、市民に周知するとともに、防災情報も併記することなど
により、浸水への備えを呼びかけています。    

地震対策 
 

【施策の概要】 
ポンプ場＊、被災者が集まる避難所・公共施設周辺道路及び緊急輸送道路＊下

の下水管を優先的に耐震化し、被害を最小限にする減災対策を進めます。 
また、地震発生時の下水道施設への被害を想定し、早急に下水道の機能確保が

できるよう、復旧体制の整備を進めます。 
 
【 取組の進捗状況 】 

ポンプ場、下水管の耐震化 

市内ポンプ場における耐震診断及び耐震補強を進め、平成３０年度に完了しました。
また、重要な下水管の耐震化を図るため、緊急輸送道路下にある耐震性能が不足する下
水管を対象に、順次耐震化を行っていきます。 
 

地震時の復旧体制 

「相模原市下水道事業業務継続計画」（下水道ＢＣＰ＊）を平成２８年度に策定し、大
規模地震発災後の職員の行動計画等を定め、下水道サービスの復旧体制を構築するとと
もに、定期的な検討会の開催及び職員訓練等を実施しています。 
 

ハザードマップ 

施策 2 

施策１ 
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生活排水処理対策 
 

【 施策の概要 】 
水源地域の生活排水処理について、地域特性等を勘案し、最適な汚水処理手

法による整備を進めます。 
 

【 取組の進捗状況 】 

水源地域の下水道整備推進 

水源地域の市設置高度処理型浄化槽の整備推進 

建設費と維持管理費を勘案した経済比較を基本とし
つつ、地域特性や地域住民の意向等を総合的に勘案した
上で、各地域における整備の優先順位を十分検討し、各
種汚水処理施設の整備事業を実施しています。 
 
 
 

水循環の形成 
 

【 施策の概要 】 
雨水の地下浸透を進める取組を実施し、地下水や河川の水量の保持による自然

環境の保全を図ります。 
 

【 取組の進捗状況 】 

宅地における雨水浸透＊施設設置促進 

開発事業における指導や、雨水浸透ます設置助成金制度などの活用を行っています。 
 
 
 

合流式下水道の改善 
 

【 施策の概要 】 
合流式下水道の分流化を進め、公共用水域の水質を守り、水辺空間の保全を図
ります。 

 

【 取組の進捗状況 】 

分流式下水道の推進 

平成７年から合流式下水道の分流化の計画策定を進め、平成１１年からは汚水幹線整
備を、平成１７年からは面整備を開始しています。平成３０年度末時点において、合流
式区域約３９３ha のうち約２４２ha の面整備が完了しています。 
 

  

市設置高度処理型浄化槽 

施策 5 

施策 3 

施策 4 
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改築・更新 
 

【 施策の概要 】 
下水道施設について、その耐用年数＊や機能の重要度を勘案し、長寿命化＊に

向けた計画的な改築・更新を進めます。 
 

【 取組の進捗状況 】 

下水道施設維持管理計画策定 

「相模原市下水道施設維持管理計画」を平成２５年度に策定し、これまでの対症療法
的維持管理＊から予防保全的維持管理＊へ手法を転換することにより、下水道施設の長寿
命化を図るとともに、管理目標の設定や改築事業量の予測などを行いました。 
 
 
 

 不明水浸入対策 
 

【 施策の概要 】 
テレビカメラや目視による下水管調査を行い、不明水浸入箇所の特定を行った後、改築・

修繕を進めます。 
 

【 取組の進捗状況 】 

浸入水箇所の改築・修繕 

定期的に汚水管の送煙調査＊等を行っています
が、効率的に業務を進めるため、「（仮称）雨天時
浸入水対策実施計画」の策定を進めています。 
 
 
 
 
 
 

地球温暖化対策 
 

【 施策の概要 】 
ポンプ場を中心に電力消費量の削減や自然エネルギーの活用による施設使用電力の自給
推進に努めるとともに、敷地緑化や建物緑化を進め、ヒートアイランド＊対策に取り組みます。 

 

【 取組の進捗状況 】 

電力消費量の削減 

ポンプ場長寿命化計画に基づくポンプ場設備の改築時に併せて、LED照明など省エネ
タイプの設備を導入しています。 
 
  

施策 7 

調査用のテレビカメラ 

施策 6 

施策 8 
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経営健全化 
 

【 施策の概要 】 
今後、下水道施設の改築・更新への投資額が確実に増大することや、将来人口

の減少による使用料収入の減少などが予想されるため、確かな経営計画に裏打ちさ
れた下水道経営を進めます。 

 

【 取組の進捗状況 】 

経営計画策定 

事業を安定的かつ持続的に進めるため、客観的な視点から下水道事業の財務分析及び
財政・投資計画を取りまとめた「下水道事業経営戦略」を策定しました。 
 

企業会計への移行 

下水道事業をより効率的かつ自立的に運営するため、平成２５年４月から地方公営企業
法を一部適用し、企業会計方式に基づいた経理を行っています。 
 
 

市民への情報提供 
 

【 施策の概要 】 
下水道が重要なライフラインであることについての市民の理解を深め、整備や維持

管理を円滑に進めるため、下水道事業の PR と適切な情報提供を進めます。 
 

【 取組の進捗状況 】 

下水道事業ＰＲの拡充 

下水道展や市環境まつり等のイベントへ出展し、
下水道の役割や仕組みについてＰＲを行いました。
また、マンホールカード＊等の新たなツールを活用
した広報にも取り組んでいます。 
 

小学校教材用下水道解説資料の作成 

小学生向けの下水道解説資料を新たに作成しま
した。併せて、「まちかど講座（出前講座）」の資料
とするため、生涯学習用の資料も作成しました。 
 

 
  

まちかど講座 

施策 9 

施策 10 
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２ 下水道事業を取り巻く環境と課題 
 

今後の本市下水道事業の推進に大きく影響を及ぼす事項について、外的要因と内的要
因に分けて整理します。 
 

＜外的要因＞ 
（１）人口減少、少子高齢化社会の到来 

本市の将来人口推計では、平成２７年の約７２万１千人から令和元年をピーク(約７２
万３千人)に減少に転じ、令和２１年には約６７万人まで減少する見込みであり、使用料
収入の減少に伴う収支の悪化が懸念されます。 
また、本市の総人口に占める６５歳以上の高齢者人口の割合が、平成２７年では２４％で
したが、令和２２年には約３６％まで上昇する見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）大規模な自然災害の発生 

① 大規模地震 

近年、各地で大規模地震が発生しており、本
市が被災した場合にも、下水管の破損、ポンプ
場の機能停止などにより流下機能の著しい低
下やトイレが使用できなくなるなど、多大な影
響を及ぼす可能性があります。 
 
  

図 3-1 相模原市の将来人口推計 

平成 28 年熊本地震による被害 

（出典：国土交通省 HP） 
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② 局地的豪雨 

近年の気候変動に伴い、大型台風の接近や短時間に局地的な雨をもたらす集中豪雨な
どの異常気象が見受けられるとともに、市街地では宅地開発や道路のアスファルト舗装
化が進んだことで、雨水が地中へ浸透する力が弱まり「都市型水害＊」による浸水につな
がることもあります。 
 
 
 

（３）水源地域における低い生活排水処理率 

公共下水道の整備について、市街化区域のおおむね全域が完了しましたが、神奈川県
民の水の供給源である水源地域は整備途上にあり、水源の汚濁防止の観点から、今後さ
らなる整備の推進が求められます。 
 
 
 

（４）国の動向 

① 国土交通省「新下水道ビジョン加速戦略」 

下水道をめぐる社会情勢の変化等を踏まえ、国が早急に実施すべき６つの政策テーマ
（重点項目Ⅰ～Ⅵ）と、各施策の円滑な推進の観点から、社会状況の変化等に対応し得
る下水道産業の育成、国民理解に向けた情報の発信に関する２つの政策テーマ（重点項
目Ⅶ、Ⅷ）を平成２９年８月策定の「新下水道ビジョン加速戦略」の基本方針として選
定しています。 
 

（ａ）新たに推進すべき項目 
重点項目Ⅰ︓官民連携の推進 
重点項目Ⅱ︓下水道の活用による付加価値向上 

 
（ｂ）取組みを加速すべき項目 

重点項目Ⅲ︓汚水処理システムの最適化 
重点項目Ⅳ︓マネジメントサイクルの確立 
重点項目Ⅴ︓水インフラ輸出の促進 
重点項目Ⅵ︓防災・減災の推進 

 
（ｃ）各施策の円滑な推進のための項目 

重点項目Ⅶ︓ニーズに適合した下水道産業の育成 
重点項目Ⅷ︓国民への発信 

 
 

② 広域化・共同化 

持続可能な下水道事業の運営に向け、「経済・財政再生計画改革工程表 2017 改定版」
（平成２９年１２月決定）において、全ての都道府県に対し、令和４年度までの「広域
化・共同化計画」策定及び全市町村等が参加する検討体制を構築するよう要請があった
ことを受けて、本市においても、広域化・共同化に向けた検討を開始することが求めら
れています。 
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③ ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、平成２７（2015）年９月の国連サミットで採択
された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成２８（2016）
年から令和１２（2030）年までの国際目標です。持続可能で多様性と包摂性のある社会
を実現するための１７のゴールから構成され、地球上の誰一人として取り残さない
（leave no one behind）ことを誓っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本ビジョンに関連するＧＯＡＬ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

安全な水とトイレ 

を世界中に 

住み続けられる 

まちづくりを 

気候変動に 

具体的な対策を 

海の豊かさを 

守ろう 
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＜内的要因＞ 
（１）下水道施設の老朽化の進行 

本市の公共下水道の管きょは、昭和４２年に事業着手し、昭和５２年から平成１１年
に建設のピークとなり、平成３０年度末の整備総延長は約 2,900km となっています。
また、ポンプ場は市内に６か所あり、最も古いもので平成元年から供用開始しているた
め、約３０年が経過しています。 
今後、管きょやポンプ場などの下水道施設は、標準的な耐用年数を超える施設が増加

し、改築需要がますます高まることになります。 
そのため、平成２５年度に策定した「相模原市下水道施設維持管理計画」に基づき、

計画的な点検・調査及び改築事業を実施しています。 
 
 

（２）人材確保と技術継承 

① 職種別職員数の推移 

本市で下水道事業に従事する職員数は、
平成２６年度から２８年度まで増加傾向
にありましたが、平成２９年度から若干
の減少となっています。職種別では、土木
職が全体の半数を占めておりその他は事
務職と化学職で構成されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 年齢構成 

下水道事業に従事する職員の年齢構
成は、新規採用職員の増加により、経験
年数の少ない職員の割合が増え、若年化
しています。このため、経験豊富な職員
の退職に伴い中堅職員の負担増が予想
されます。 
さらに、今後は施設の改築による業務

量の増加が予想されるため、事務の効率
化や人員配置を適正に行うことが求め
られています。 
 
 
 
  

図 3-2 職種別職員数の推移 

図 3-3 年齢別職員数の推移 
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③ 職員の研修と技術継承 

経験豊富な職員の退職が続く中、外部研修施設への職員の派遣や技術研修の充実など、
集積した技術やノウハウを継承するための取組が求められています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）継続的な健全経営 
経費回収率とは、汚水処理費をどの程度使用料で賄えているかを表すものであり、経

営の健全性を示す代表的な指標になります。一般的に高いほど望ましいとされており、
１００％を下回る場合、汚水処理費が使用料以外の収入（一般会計繰入金＊等）で賄われ
ることを意味しています。 
本市では、企業会計方式の導入や、使用料の改定（平均改定率１０.４％）を行ったこ

とによる使用料収入の増加などにより、平成２５年度以降の経費回収率は概ね１００％
を超えています。 
今後は、下水道施設の耐震化や改築などの投資事業に多額の資金が必要となりますが、

将来に向かって下水道事業を安定的に継続させることが必要です。 
 
 
 
 

技術研修の様子 

図 3-4 経費回収率の推移 
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第  章 4
a 

 

基本理念、基本方針及び施策体系 
 

1 基本理念 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 基本方針 
 

基本理念を実現するため、次の３つの基本方針を掲げます。 
 
 

（１）安全・強靱な下水道の確保 
「事業継続、防災・減災」を推進するための政策を展開します。 

 

（２）快適な環境の創造に貢献 
「良好な水環境」を維持するための政策を展開します。 

 

（３）市民から信頼される健全経営 
「市民に理解 ・信頼される強固な経営基盤」を構築するための政策を展開します。 

 
 
 

３ 施策体系 
 

本ビジョンでは、基本理念「安全・快適・信頼の潤水都市を育む下水道」に基づき、
基本理念を実現するための３つの基本方針を掲げました。 
これら３つの基本方針に基づき、６つの重点施策、１４の具体的取組を体系的に構成

しました。この施策体系を基に、基本理念実現のための事業を推進していきます。 
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基本
理念 基本方針 重点施策

効率的な維持管理
改築事業の実施

防災・減災
の推進

汚水処理システム
の最適化

良好な水環境
の形成

経営基盤
の強化

広報事業
の充実

安全・強靭な
下水道の確保

「事業継続、防災・減災」
を推進するための政策を
展開します

快適な環境
の創造に貢献

「良好な水環境」を維持
するための政策を展開し
ます

市民から信頼される
健全経営

「市民に理解・信頼される
強固な経営基盤」を構築す
るための政策を展開します

下水道事業経営戦略

具体的取組

効率的な点検・調査及び改築等による
ストックマネジメントの実施

不明水対策の実施

総合的な浸水対策の推進

耐震化の実施

下水道BCP職員訓練の実施及び定期的な
改訂

生活排水処理基本計画に基づく下水道整
備の推進

水源地域の市設置高度処理型浄化槽の
整備促進

広域化・共同化による汚水処理の効率化

経営戦略に基づく事業運営

計画的な人材育成・技術継承

広聴・広報手段の拡充

下水道事業の見える化

合流改善事業の推進

規制対象事業所の水質監視
生活排水基本計画に基づく下水道整備
の推進（再掲）
水源地域の市設置高度処理型浄化槽の
整備促進（再掲）

安
全
・
快
適
・
信
頼
の
潤
水
都
市
を
育
む
下
水
道
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重点施策 
 
 
 

施策① 効率的な維持管理及び改築事業の実施 
＜施策の方向性＞ 

本市では、昭和４２年から下水道事業に着手しましたが、今後は標準的な耐用
年数を経過した下水道管きょが増加することから、効率的な点検・調査手法を確立
し、適切なストックマネジメント＊を行います。 
また、不明水対策は、効率的に業務を進めるための計画に基づき、対策を進めます。 

 
 
 

効率的な点検・調査及び改築等によるストックマネジメントの実施 
下水道施設のストックが増大し、今後、これ

らの施設の長寿命化対策や耐震化対策に膨大
な費用と労力を要することとなっていく中で、
持続的に下水道事業を進めるため、各下水道
施設の管理に必要となる状況の把握、評価を
行い、中長期的な状態を予測しながら、計画的
かつ効率的に維持管理していきます。 
管きょ施設については、リスク評価に基づ

く優先順位や点検・調査の頻度等を設定し、点
検・調査を行い、その結果を用いて改築等を実
施します。 
ポンプ場施設については、電気設備等の時間計画保全管理＊等の対象設備を除き、状

態監視保全管理＊のための点検・調査を行い、健全度判定の結果を用いて改築等を実施
します。 
 
 

 

不明水対策の実施 
分流式下水道においても、雨天時や地下水位上昇に伴い、マンホールや下水管の破損、

汚水管への誤接続＊などに起因する浸入水が下水管の流量を増加させ、下水管等からの
溢れや宅内への逆流等が発生しています。 
このような、雨天時に浸入してくる不明水の対策が課題となっており、流量調査によ

る対象箇所の絞り込み、誤接続調査、取付管＊調査などにより不具合箇所を特定し、効率
的に不明水対策を実施します。 

老朽化した下水管 

具体的取組Ⅰ 

具体的取組Ⅱ 
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指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

管きょ調査率 ％ 0 50 100 

【指標の説明】 ストックマネジメントに基づく老朽管きょの調査実施状況を示した指標 

（管きょ調査延長÷主要管きょ延長×100） 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

ポンプ場主要設備の調査率 ％ 0 50 100 

【指標の説明】 ストックマネジメントに基づくポンプ場主要設備の調査実施状況を示した指標 

（調査設備数÷主要機械設備数×100） 

 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

不明水対策実施面積 

(処理分区の数) 
ha 

0 

（0） 

872 

（1） 

1,199 

（5） 

【指標の説明】 不明水対策の調査実施面積を示した指標 

 
  

成果指標 

図 5-1 不明水対策実施予定処理分区 
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施策② 防災・減災の推進 
＜施策の方向性＞ 

近年の局地的集中豪雨や台風による浸水被害の懸念があることから、雨水管の
整備等のハード対策を推進するとともに、「浸水（内水）ハザードマップ」などにより、
浸水の危険性を市民に周知し、自主的な浸水対策の強化を促すためのソフト対策
を進めていきます。 
また、大規模地震による社会経済活動への影響を軽減するため、緊急輸送道路

下などの重要な下水道管きょの耐震化を進めると共に、被災時に下水道機能を速や
かに復旧させるため、定期的に下水道 BCP 職員訓練を実施します。 

 

 

総合的な浸水対策の推進 
「改定・相模原市雨水対策基本計画」に基づき、浸水被害が発生している箇所に雨水

管の整備、貯留・浸透施設整備、雨水ます＊の増設等のハード対策を実施します。 
平成２６年度に「相模原市緊急雨水対策事業実施計画」を策定し、早期に浸水被害の

軽減、解消の必要がある箇所について、計画的に雨水管等の整備を進めており、引き続
き、未対策となっている箇所への整備を実施します。 
また、近年発生している局地的な集中豪雨

や大型の台風に対応するためには、ハード対
策とソフト対策の両面から検討を進める必要
があり、ハード対策として雨水調整池や雨水
浸透施設など、雨水の流出を抑える施設の整
備を行うとともに、ソフト対策として、浸水ハ
ザードマップの適宜見直しを行い、浸水想定
区域や自助・共助で可能な浸水対策を周知し
ていきます。 

  雨水管の整備 

具体的取組Ⅰ 

図 5-2 緊急雨水対策事業実施計画における対策箇所 
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耐震化の実施 
平成３０年度に市内６ポンプ場の耐震化が完了しており、引き続き、下水道管きょに

ついては「重要な幹線等」と「その他の管きょ」に分類し、重要度の高い「重要な幹線
等」に対して、震度７程度の地震動においても管きょとして上流から下流へ流せる状態
を確保することを目標とし、耐震性能が不足している箇所の耐震化を図ります。 
また、耐震化工事については、重要度と実行性等で評価した優先順位に基づき実施します。 

 

 
下水道BCP職員訓練の実施及び定期的な改訂 
現在、下水道 BCP に基づいた災害発生から下水道機能復旧までの職員の行動計画に

より、予測される事象に対して机上訓練や行動訓練などを実施しています。 
今後、新たな課題等に対して、定期的に行動計画を見直し、改訂を行うとともに、改

訂結果に基づく職員訓練を継続的に実施します。 
 

下水道BCP訓練における未達成項目 
 

◇ 他の部局と連携した机上・実施訓練  

◇ 市内関連団体と連携した机上訓練  

◇ 大都市と連携した机上訓練  

◇ 近隣自治体と連携した机上訓練  

◇ 相模川流域下水道と連携した机上訓練  

◇ 非常時情報伝達訓練  

 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

重点浸水対策地区 

整備実施箇所数 
箇所 13 21 24 

【指標の説明】 平成 26 年緊急雨水対策事業実施計画策定時の重点浸水対策地区（24 箇所）の整備実施状況を示した指標 

 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

管きょ耐震化実施率 ％ 0 50 100 

【指標の説明】 管きょ耐震化の実施状況を示した指標 （耐震化済み管きょ延長÷耐震化が必要な主要管きょ延長×100） 

 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

下水道ＢＣＰ職員訓練の拡充 
未達成

項目 
6 2 0 

【指標の説明】下水道ＢＣＰ訓練に係る未達成項目の進捗状況を示した指標 

  

具体的取組Ⅲ 

具体的取組Ⅱ 

下水道ＢＣＰ訓練の様子 

成果指標 



 

21 

 

施策③ 汚水処理システムの最適化 
＜施策の方向性＞ 

水源地域の下水道普及率が低いことから、地域特性や経済性を総合的に検討
し、最適な汚水処理手法の選択と整備事業を実施します。 
また、スケールメリット＊を生かして汚水処理の効率化を図るため、近隣市町等と事

業の共同化へ向けた検討を進めます。 
 

 
生活排水処理基本計画に基づく下水道整備の推進 
効果的な汚水処理手法を設定した生活排水処理基本計画に基づき、公共下水道と浄化

槽に関して建設費と維持管理費を勘案した経済比較を再度行い、公共下水道の整備区域
について、令和９年度までに公共下水道（汚水）整備を実施していきます。 
 
 

 

水源地域の市設置高度処理型浄化槽の整備促進 
水源地域の公共下水道の整備区域以外につ

いては、公共下水道に代わる施設として、窒
素・リンが除去できる高度処理型浄化槽の整
備を進めます。 
 
 
 

 
 

広域化・共同化による汚水処理の効率化 
スケールメリットを生かして汚水処理の効率化を図るため、近隣市町等との広域化・

共同化の連携方策について検討します。 
 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

生活排水処理率 ％ 98.0 99.0 99.9 

【指標の説明】 生活排水処理の進捗状況を示した指標 （公共下水道・農業集落排水施設・合併浄化槽整備済人口÷行政人口×100） 

 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

汚水処理に係る 

事業間連携の実施 
  方策の決定 実施 

【指標の説明】 汚水処理に係る広域化・共同化による連携の実施を目標として設定するもの 

  

図 5-3 高度処理型浄化槽の構造 具体的取組Ⅲ 

具体的取組Ⅰ 

具体的取組Ⅱ 

成果指標 

家庭からの 

汚水 
きれいな水 

嫌気ろ床槽  接触ろ床槽 
微生物のはたらきで窒素（N） 

を取り除きます。 

リン除去装置 
鉄板によりリン（P）

を取り除きます。 
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施策④ 良好な水環境の形成 
＜施策の方向性＞ 

河川の水質保全や生活環境の向上を図るため、引き続き、公共下水道合流区
域の分流化を進めていきます。 
また、下水処理場での適正な汚水処理及び処理水の水質確保のため、規制対

象事業場＊の水質監視を継続します。 
 

 
合流改善事業の推進 
合流区域改善整備計画に基づき、平成１７
年度より分流化事業の面整備を実施してき
ましたが、今後、国道１６号以北の区域は商
業地域が集積し、一方通行などの交通規制も
多いことから、更に地域に配慮した施工が必
要となってきました。そのため、適度な施工
範囲や早期に効果発現できる施工順序等を
見直し、効率的な改善事業の実施に向けて、
平成３０年度に「相模原市公共下水道第１０
処理分区分流化実施計画」を策定し、令和１
２年度を目標に事業を進めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 5-4 下水の排除方式 

具体的取組Ⅰ 

図 5-5 合流改善事業の整備予定（平成 30 年度末現在） 
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規制対象事業場の水質監視 
下水道法及び相模原市下水道条例により、公共下水道に排出する汚水の水質が規制さ

れている事業場に対して、効率的・効果的な水質監視を実施し、排除する汚水の適正な
水質管理を指導します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生活排水処理基本計画に基づく下水道整備の推進（再掲） 
効果的な汚水処理手法を設定した生活排水処理基本計画に基づき、公共下水道と浄化

槽に関して建設費と維持管理費を勘案した経済比較を再度行い、公共下水道の整備区域
について、令和９年度までに公共下水道（汚水）整備を実施していきます。 
 

 

水源地域の市設置高度処理型浄化槽の整備促進（再掲） 
水源地域の浄化槽整備区域については、公共下水道に代わる施設として、窒素・リン

が除去できる高度処理型浄化槽の整備を進めます。 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

合流式下水道の分流化実施率 ％ 61.7 76.6 91.0 

【指標の説明】 合流式下水道の分流化への改善状況を示した指標 （分流式への改善済み面積（ha）÷合流区域面積（ha）×100） 

 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

水質監視実施率 ％ 30 60 100 

【指標の説明】特定事業場の水質監視を行っていることを示す指標 

（水質検査（広域監視を含む）実施事業場数÷計画件数×100） 
  

図 5-6 事業場の水質監視の例 

具体的取組Ⅱ 

具体的取組Ⅳ 

成果指標 

具体的取組Ⅲ 

事業場の水質監視 

市内の特定事業場及び除害施設設置事業場に対して、汚水

の水質監視を行うことで、下水の排除基準に適合している

かを検査しています。 

事業場密集地での広域監視 

市内の特定事業場及び除害施設設置事業場に対する個別

の水質検査だけではなく、事業場が密集しているエリア

において、様々な汚水が合流している汚水管きょにおい

ても、異常がないか広域的に監視を行います。 
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施策⑤ 経営基盤の強化 
＜施策の方向性＞ 

継続して安定的な事業サービスを提供するためには、個別施策の具体的な実施だ
けでなく、適切な事業環境を分析した上で、戦略的な経営を行うことが必要となること
から、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」に基づき、事業運営を行って
いきます。 
また、必要な人材の確保や技術継承のため、計画的な取組を進めます。 

 

 

経営戦略に基づく事業運営 
本ビジョンで掲げた各施策 ・事業取組の投資計画と財源試算との整合を図った「下水

道事業経営戦略」に基づき、事業運営を行っていきます。 
また、定期的な財政収支計画の検証を通じ、適正な下水道使用料の算定を行い、財務

面の健全性の確保に努めます。 
 
 
 

 
計画的な人材育成・技術継承 
事業運営に必要な技術や知識を確保する

ため継承すべき技術の選定及びその継承の
仕組みを検討し、人材育成と技術継承に向け
た取組を計画的に進めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

経費回収率 ％ 109.8 100 以上 100 以上 

【指標の説明】 汚水処理費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標  

（使用料収入÷汚水処理費×100） ※計画期間中の平均値 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

人材育成基本方針に基づく 

取組の実施 
 未実施 実施 実施 

【指標の説明】 相模原市人材育成基本方針に基づき、技術継承に向けた取組の実施を目標として設定するもの 

成果指標 
技術継承 

具体的取組Ⅰ 

具体的取組Ⅱ 
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施策⑥ 広報事業の充実 
＜施策の方向性＞ 

下水道の重要性を認識してもらうことや、利用者とのコミュニケーションの機会となる
イベントや出前講座の開催のほか、マンホールカードなどの新たな広報ツールも活用し
さらなる下水道の普及啓発に努めていきます。 

 
 

 

広聴・広報手段の拡充 
マンホールカードの配布や、出前講座、下水

道イベント、学校教育との連携等を通じて市
民に下水道の重要性を発信するとともに、ニ
ーズの把握に努め、利用者との双方向コミュ
ニケーションを図ります。 
 
 

 
下水道事業の見える化 
広報紙や市ホームページを通じて、下水道事業の内容、進捗状況、財務状況等が分か

るように情報発信を積極的に行います。 
 
 

 
 
 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

啓発事業の拡充 回／年 5 7 10 

【指標の説明】 下水道展などのイベントへの参加、出前講座の実施など、啓発事業を行った回数を目標として設定するもの 

 
 

指標名 単位 
基準値 

［平成 30 年度］ 
中間目標 

［令和 6年度］ 

最終目標 

［令和11年度］ 

マンホールカードの配布枚数 枚／年 1500 3000 4000 

【指標の説明】 広報ツールであるマンホールカードの配布枚数の増加を目標として設定するもの 

 
 
 

具体的取組Ⅰ 

具体的取組Ⅱ 

成果指標 

マンホールカード 
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第  章 6 
 

経営戦略 
 
 
 

１ 策定の趣旨 
 

近年の下水道事業を取り巻く状況は、人口減少・高齢化社会、水需要の停滞に伴う使
用料収入の減少、下水道施設の老朽化に対する改築需要の増加、水源地域の未普及解消
など、厳しい経営環境が続いています。 
さらに、大規模地震や局地的集中豪雨など自然災害への対策、職員の技術継承問題な

ど、多種多様な課題に直面している状況です。 
本市下水道事業は、地方公営企業法の一部適用により、平成２５年４月から企業会計

方式に基づいた効率的かつ自立的な事業運営を行っているところですが、このような社
会経済情勢を背景に、平成２６年８月に総務省から地方公営企業＊の経営基盤強化と財
政マネジメントの向上に取り組むための「経営戦略」策定の要請がありました。 
これらのことを踏まえ、本市では、下水道事業の継続的かつ安定的な経営に資する
「下水道事業経営戦略」を策定し、本ビジョンの重点施策「経営基盤の強化」の主要
な取組に位置付け、各種事業の実効性を経営面から担保します。 
 
 

２ 経営理念 
 

経営戦略は、今後の事業経営に関する次の４点を理念として策定しています。 
 
 

（１）経済性を発揮した経営 
下水道事業を継続的かつ安定的に運営するため、地方公営企業法の趣旨を踏ま
えて、企業としての経済性を十分に発揮した事業運営を行います。 

 

（２）適正な会計に基づく経営 
適正な会計処理及び正確な財務諸表により、下水道事業の財政状態及び経営成
績を明らかにし、透明性及び公正性の高い事業運営を行います。 

 

（３）独立採算による経営 
企業としての自立性を確保するため、一般会計との経費負担区分を明確にして、
独立採算による事業運営を行います。 

 

（４）使用者の理解を得られる経営 
投資計画と財政計画の最適化に基づく経営を進め、適正な使用料を算定し、使
用者に理解を得られる事業運営を行います。 
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３ 経営の現状と今後の視点 
 

（１）本市下水道事業の特徴 

本市下水道事業は、地理的・社会的条件に応じて、公共下水道、農業集落排水施設及び
市設置高度処理型浄化槽の３事業で構成しています。事業規模を処理区域内人口で比較す
ると、公共下水道の割合が、全体の９９％以上を占め、他２事業を大きく上回っています。 
また、他の政令市との比較においては、公共下水道の供用開始からの年数が最も短い

こと、唯一、市単独で下水処理場を有していないこと、多くの政令市が公共下水道のみ
を運営する中、本市は、公共下水道以外に２事業を有していることなどが、特徴的な点
として挙げられます。 
 
 

（２）経営指標による現状分析 

主要な経営指標を用いて、類似団体(※)との比較分析を行い、本市下水道事業の経営
状況を整理します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※類似団体 公共下水道…政令指定都市２１団体 

農業集落排水施設…供用開始経過年数１５年以上の地方公営企業法適用１０１団体 

市設置高度処理型浄化槽…供用開始経過年数１５年未満の地方公営企業法適用２３団体 

表 6-1 経営指標一覧 

指 標
望ましい
方向 計 算 式 単位

概
要

下水道普及率 ▲ 現在処理区域内人口／行政区域内人口 ％

水洗化率 ▲ 現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口 ％

有収率 ▲ 年間有収水量／年間汚水処理水量 ％

ヒ
ト

（1）職員１人あたり処理区域内人口 ▲ 現在処理区域内人口／損益勘定所属職員数 人

（2）職員給与費対営業収益比率 ▼ 職員給与費／（営業収益-受託工事収益） ％

（3）職員1人あたりの建設改良費+維持管理費 ▼ （建設改良費+維持管理費）／損益勘定所属職員数 千円

モ
ノ

（1）管きょ老朽化率 ▼ 法定耐用年数（50年）超管路延長／下水道布設延長 ％

（2）有形固定資産減価償却比率 ▼ 有形固定資産減価償却累計額／償却対象資産の帳簿原価 ％

カ
ネ

健
全
性

（1）経費回収率 ▲ 下水道使用料／汚水処理費 ％

（2）経常収支比率 ▲ 経常収益／経常費用 ％

（3）累積欠損金比率 ▼ 当年度未処理欠損金／（営業収益-受託工事収益） ％

（4）流動比率 ▲ 流動資産／流動負債 ％

（5）更新投資充当可能資金対建設改良費比率 ▲ 更新投資充当可能資金／当年度建設改良費 ％

（6）営業収益対経常利益比率 － 経常損益／営業収益 ％

（7）繰入金 ▼ 基準内繰入金+基準外繰入金 百万円

効
率
性

（8）汚水処理原価 ▼ 汚水処理費（維持管理費+資本費）／年間有収水量 円/m3

債
務
状
況

（9）処理区域内人口１人あたりの企業債残高 ▼ 企業債現在高／処理区域内人口 千円

（10）企業債残高対事業規模比率 － (企業債現在高合計-一般会計負担額）／
(営業収益-受託工事収益-雨水処理負担金） ％
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① 経常収支比率 

経常収支比率は、使用料収入、一般会
計繰入金、国庫補助金等の収益で、維持
管理費、支払利息等の費用をどの程度賄
えているかを表す指標で、１００％を超
えていれば、単年度の経常的な事業収支
が黒字であることを示しています。 
本市の場合、下水道事業全体としては１

００％を超える水準を維持していますが、
農業集落排水施設、市設置高度処理型浄化
槽については、１００％を下回っているこ
と等を踏まえ、今後も健全経営を続けてい
くため、事業の最適化・効率化、財源確保
等に努める必要があります。 
 
 
 

 H26 H27 H28 H29 H30 H28類似団体 

下水道事業 100.4 101.9 104.0 107.9 109.3  

（公共下水道） 100.9 102.4 104.6 108.7 110.2 109.1 

（農業集落排水施設） 77.6 80.9 79.0 92.1 90.2 99.7 

（市設置高度処理型浄化槽） 47.2 54.7 51.9 58.2 59.9 85.7 

 
 

② 経費回収率 

経費回収率は、汚水処理費（公費負担分を除く）を使用料収入でどの程度賄えている
かを表す指標であり、１００％を超えていれば、使用料で回収すべき経費を全て使用料
で賄えている状況を表します。 
本市の場合、農業集落排水施設、市設置高度処理型浄化槽については、公共下水道と

比較すると汚水処理原価が割高なため１００％を下回っていますが、本市では、３事業
合わせて「生活排水処理事業」という一体の市民サービスと捉え、同一の料金体系を採
用し、事業全体として１００％を超える水準を維持しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 6-1 下水道事業の経常収支比率の推移 

表 6-2 各事業の経常収支比率の推移 
（％） 

図 6-2 下水道事業の経費回収率の推移 
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下水道事業 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

使用料収入 8,477.6 8,625.8 8,683.6 8,799.6 8,820.2 － 

汚水処理費 7,643.9 8,707.5 8,508.6 8,119.4 8,031.4 － 

経費回収率 110.9％ 99.1％ 102.1％ 108.4％ 109.8％ －  
 
 

公共下水道 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

使用料収入 8,458.2 8,603.4 8,658.5 8,768.0 8,786.2 26,240.8 

汚水処理費 7,561.1 8,587.1 8,388.7 7,990.5 7,891.9 23,053.2 

経費回収率 111.9％ 100.2％ 103.2％ 109.7％ 111.3％ 113.8％  
 
 

農業集落排水施設 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

使用料収入 2.9 2.9 2.8 2.8 2.7 66.9 

汚水処理費 11.6 27.4 12.7 13.1 13.7 104.6 

経費回収率 24.9％ 10.5％ 22.2％ 21.6％ 19.9％ 64.0％  
 
 

市設置高度処理型浄化槽 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

使用料収入 16.5 19.6 22.3 28.8 31.3 16.6 

汚水処理費 71.2 93.0 107.1 115.8 125.8 31.9 

経費回収率 23.2％ 21.1％ 20.8％ 24.9％ 24.9％ 52.1％ 
 

③ 汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量＊１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費
（減価償却費及び企業債＊償還利子）及び汚水維持管理費を含めた汚水処理に係るコス
トを表す指標です。 
本市の場合、公共下水道については、類似団体と比較して低くなっていますが、これ

は、市単独で下水処理場を持たず、神奈川県が広域で実施する相模川流域下水道事業に
参加していることが要因の一つと考えられます。 
農業集落排水施設については、事業規模が小さいために固定的経費（処理場や管きょ

の維持管理費）が割高なこと、市設置高度処理型浄化槽については、一般的な浄化槽と
比較して、水源地域の水質改善に要する経費が割高なこと等の要因により、類似団体と
比較して高くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 6-3 各事業の経費回収率の推移 （百万円） 

（百万円） 

（百万円） 

（百万円） 

図 6-3 下水道事業の汚水処理原価の推移 
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下水道事業 H26 H27 H28 H29 H30 

類似団体

（H28） 

維持管理原価 47.6 49.6 47.9 46.6 46.1 － 

資本費原価 58.1 69.4 67.7 62.7 62.1 － 

計 105.7 119.0 115.6 109.3 108.2 － 
 
 
 

公共下水道 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

維持管理原価 46.5 48.3 46.6 45.1 44.4 54.6 

資本費原価 58.3 69.4 67.8 62.9 62.3 62.8 

計 104.8 117.7 114.4 108.0 106.7 117.4 
 
 
 

農業集落排水施設 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

維持管理原価 434.1 880.5 491.1 505.9 549.3 187.9 

資本費原価 0.0 160.4 0.0 0.0 0.0 79.3 

計 434.1 1040.9 491.1 505.9 549.3 267.2 
 
 
 

市設置高度処理型浄化槽 H26 H27 H28 H29 H30 
類似団体

（H28） 

維持管理原価 504.5 511.1 464.4 466.2 456.7 260.5 

資本費原価 0.0 51.0 66.6 0.0 0.0 29.3 

計 504.5 562.1 531.0 466.2 456.7 289.8 

 

また、本市は、市単独で下水処理場を
持たないため、公共下水道維持管理費に
占める流域下水道維持管理負担金の割
合が大きくなっています。 
 
 

④ 繰入金 

一般会計からの繰入金は、雨水処理に
要する経費等、本来、一般会計（税金）
が負担すべき「基準内繰入金」と、それ
以外の事由による「基準外繰入金」とに
区分することができます。 
本市の場合、地方公営企業法の一部適

用を契機に、経営の自立性を高めるため
使用料改定を行い、現在まで、基準外繰
入金を繰り入れることなく経営してい
ます。 
このことは、本市下水道事業が、一般会
計との負担区分原則に則った自立的な経
営を行っていることを示しています。 
 
 
 
 
 

  

（円/ｍ3） 

（円/ｍ3） 

（円/ｍ3） 

表 6-4 各事業の汚水処理原価の推移 （円/ｍ3） 

図 6-4 公共下水道の維持管理費の推移 

図 6-5 下水道事業の繰入金の推移 
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⑤ 企業債残高 

本市における企業債残高は、近年減少
の方向にありますが、これは、昭和５０
年代前半から行った公共下水道に対す
る集中的な投資（管きょ等の建設）に伴
い発行した企業債の償還が進んでいる
状況を表しています。 
今後は、発行済の企業債については、

引き続き償還が進む一方、下水道施設の
耐震化や長寿命化などの投資事業に伴
う企業債発行額が増加するため、計画期
間中の企業債残高は、微増で推移してい
くことが見込まれます。 
 
 
 
 
 

下水道事業 H26 H27 H28 H29 H30 

借入額 3,115 2,229 2,500 4,003 4,785 

支払利息 2,586 2,409 2,187 1,977 1,772 

企業債償還金 6,707 6,901 7,042 7,114 7,199 

残高 97,860 93,187 88,646 85,534 83,121 

１人当たり残高 142.0 千円 134.4 千円 127.9 千円 122.9 千円 119.3 千円 

 
 

⑥ 管きょ老朽化率 

管きょ老朽化率は、標準耐用年数（５０年）を超えた管きょ延長の全体延長に占める
割合を表す指標です。本市の場合、平成３０年度末時点の老朽化率は、全体延長の約
0.6％と低くなっていますが、建設ピークである昭和５２年から平成１１年まで、年間平
均約１００kｍの管きょを布設していることから、１０年後には１０％を超え、２０年後
には約４０％、３０年後には約８０％と、老朽化率は加速度的に上昇していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 6-7 管きょ老朽化率の推移 

図 6-6 処理区域内人口１人当たりの企業債残高 

表 6-5 企業債残高の推移 
（百万円） 
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（３）現状分析から見た今後の視点 
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4 財政収支計画 
 

（１）投資計画 

下水道事業における今後の投資計画については、経営戦略計画期間における主要５事
業の計画事業費を見込みます。 
 
 
 

事業 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

浸水対策 657 1,082 318 413 1,052 315 315 315 315 315 

地震対策 3,820 3,750 3,570 3,900 3,140 2,400 2,890 2,970 0 0 

維持管理 1,378 1,235 1,590 1,590 1,590 1,590 1,201 1,201 1,179 1,179 

未普及対策 1,199 1,385 1,048 1,132 1,016 963 656 0 0 0 

合流改善 483 569 430 494 383 637 418 544 704 395 

計 7,537 8,021 6,956 7,529 7,181 5,905 5,480 5,030 2,198 1,889 

 

 

（２）財政収支シミュレーションの設定条件 

今後の計画期間内における投資試算（維持管理費、職員給与費、企業債償還など）及
び財源試算（使用料収入、他会計繰入金など）により、計画期間内の財政収支シミュレ
ーションを行いました。 
 
 
 
 
 

項目 公共下水道 農業集落排水施設 高度処理型浄化槽 

事業計画 主要５事業の事業費を計上 改築費用を計上 未普及解消費用を計上 

維持管理費 
流域下水道負担金＋過年度

実績に基づく費用を計上 
改築費用を計上 改築費用を計上 

職員給与費 現況固定 現況固定 現況固定 

減価償却費 
予定減価償却一覧表に基づ

き計上 

予定減価償却一覧表に基づ

き計上 

予定減価償却一覧表に基づ

き計上 

企業債償還 

支払利息 

過年度起債分＋新規起債分

を計上 

過年度起債分＋新規起債分

を計上 

過年度起債分＋新規起債分

を計上 

 
 
 

項目 公共下水道 農業集落排水施設 高度処理型浄化槽 

国・県補助金 補助対象事業費分を計上 なし 補助対象事業費分を計上 

企業債 投資計画に基づき計上 事業計画に基づき計上 事業計画に基づき計上 

使用料収入 
水洗化人口に基づく有収水

量×使用料単価により計上 

水洗化人口に基づく有収水

量×使用料単価により計上 

水洗化人口に基づく有収水

量×使用料単価により計上 

長期 

前受金戻入 

各年度の減価償却費に対す

る割合を乗じて計上 

各年度の減価償却費に対す

る割合を乗じて計上 

各年度の減価償却費に対す

る割合を乗じて計上 

他会計繰入金 基準内繰入金を計上 基準内繰入金を計上 基準内繰入金を計上 

  
 
 
 
  

（単位：百万円） 
表 6-6 主要 5 事業の計画事業費 

※財政収支計画は資料編に掲載しています。 

＜ 投資試算 ＞ 

＜財源試算＞ 

表 6-7 投資・財源試算の設定条件 

※財政収支計画における計画事業費等は、策定時点(令和元年度)における見込額であり、経済情勢等の変化に

より変更する可能性があります。 
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① 収益的収支＊の推移 

収入については、計画期間中、公共下
水道の区域における人口減少の進行が
緩やかなこと、生活排水処理対策事業が
進むこと、浄化槽の設置数が増加するこ
となどの要因により、使用料収入は微増
で推移することが見込まれます。 
支出については、施設の老朽化が進む

ことに伴い、流域下水道維持管理負担金
などの増加が見込まれます。 
 
 
 
 
 

収益的収支全体としては、計画期間中、毎期、純利益の計上を見込んでいます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 資本的収支＊の推移 

資本的収支においては、国庫補助金、
公営企業債及び繰入金などの収入が建
設改良費＊及び企業債償還金などの支出
を下回ることからその不足分を企業内
に留保している資金により補填する必
要があります。 
建設改良費や企業債償還金の額の減

少に伴い、計画期間中については、資本
的収支の均衡に必要な補填財源の額も
減少する見込みです。 
 
  

図 6-8 収益的収支の推移 

図 6-9 当年度純利益の推移 

図 6-10 資本的収支の推移 
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③ 繰越利益剰余金＊の推移 

計画期間中は、毎期、純利益の計上が続きますが、繰越利益剰余金については、資本的収
支の補填財源として、その一部を処分する必要があるため、前半期減少する見込みです。 
その後は、企業債の償還が進むこと等により、繰越利益剰余金の処分が不要となり、

増加に転じる見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 計画期間中の全体収支 

収益的収支及び資本的収支を合わせた全体収支において、計画期間中は、毎期、黒字
を見込んでいます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上のシミュレーションの結果等から、本ビジョンに掲げる投資計画と財源試算の
乖離
か い り
が無く、健全な事業運営が行われる見通しであることがわかります。 

 
  

図 6-12 全体収支の推移 

図 6-11 繰越利益剰余金の推移 
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５ 経営健全化・効率化の取組 
 

（１）取組の趣旨 

本ビジョンに掲げる基本理念の実現のためには、将来にわたって、安全・快適で信頼
できる下水道事業を安定的に継続する必要があります。 
計画期間中の投資の所要額と下水道使用料などの財源の均衡は図られる見通しです

が、今後、下水道施設の耐震化や長寿命化などの投資事業には、多額の資金が必要とな
ることから、さらなる徹底した経営健全化・効率化に取り組む必要があります。 
 

（２）具体的取組 

① 計画的な投資 

老朽化した管きょやポンプ場の改築を計
画的・効率的に進めるため、効率的な点検・
調査手法を確立し、適切な維持管理及び更新
時期の平準化を図り、将来見込まれる改築投
資額の負担の軽減を図ります。 
 
 
② 民間活力の活用 

公共施設等の建設、維持管理、運営等に民
間の経営能力及び技術的能力を活用するこ
とについて、課題や効果を研究し、具体的な
民間活力の導入を検討します。 
 
 

③ 広域化・共同化の推進 

スケールメリットを生かし、下水道施設の維持管理や汚水処理事業の効率化を進める
ため、近隣市町との広域化・共同化の連携方策について検討を進めます。 
 
 

④ 計画的な人材育成・技術継承 

事業運営に必要な技術や知識を確保するため、継承すべき技術の選定及びその継承の
仕組みを検討し、人材育成と技術継承に向けた取組を計画的に進めます。 
 
 

⑤ 広聴・広報手段の拡充 

マンホールカードの配布や、出前講座、下水道イベント、学校教育との連携等を通じ
て市民に下水道の重要性を発信するとともに、ニーズの把握に努め、利用者との双方向
コミュニケーションを図ります。 
 
 

⑥ 下水道事業の見える化 

広報紙や市ホームページを通じて、下水道事業の内容、進捗状況、財務状況等が分か
るように情報発信を積極的に行います。 
 
  

汚水ポンプ場（久所） 
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⑦ リスクマネジメント＊ 

財政収支計画は、過去の実績、事業計画等を十分に踏まえて推計したものであります
が、将来に対する不確実性（＝リスク）を考慮しつつ、結果を予測しながら今後の対応
方針を設定しておく必要があります。そのため、経営リスク（＝財政収支計画の推計値
から乖離する要因とその影響）が顕在化した場合にも、安定した市民サービスを提供可
能にする経営体制を確保する観点から、本市下水道事業を取り巻く経営リスクを以下の
とおり抽出し、その対応方針について検討を行います。 
・経営リスクの特定及び対応方針の策定 

将来的に経営に悪影響を及ぼす要因・事象を、組織の内部・外部環境ごとに抽出し、
その影響（リスク）を特定します。その後、各リスクの要因・事象等に応じて、リスク
を修正するための対応方針を設定します。 
 
 

 
分類 要因・事象 経営リスク 対応方針(※) 

ヒト 
業務・事業の多様化 内部 職員の業務量・負荷の増大及び 

世代間の技術継承 
低減・移転 

職員数の減少 内部 

モノ 
施設・設備の老朽化 内部 下水道の機能停止、道路陥没 低減 

大規模自然災害の発生 外部 災害復旧による投資額の増大 移転 

カネ 

施工環境の悪化・高機能化 外部 建設改良費の高騰 低減 

流域下水道維持管理負担金の高騰 外部 維持管理費の高騰 低減 

人口減少、節水の促進、多量排出者の転出 外部 使用料収入の減少 低減 

国庫補助金の削減による代替投資財源の確保 外部 投資財源の減少 低減 

 
 
 

表 6-8 経営に悪影響を及ぼす要因・事象及び経営リスク 

※対応方針 回避…リスクの発生を回避するための取組 

低減…リスクの影響度、発生確率を低減させ、リスクレベルをリスク保有領域まで下げる 

移転…リスクが顕在化した場合の損失補償（保険）を準備する、又はリスクを他者と分割する 

保有…リスクを受容し、対策を何もしない 
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第  章 7 
 

進捗管理 
 
 
 

１ 成果指標の設定 
 

施策及び具体的な取組に対して、進捗状況などをより定量的に比較・評価しそのパフ
ォーマンスを継続的に改善することが必要となります。 
また、近年は地震・浸水等に対する危機管理、増大した下水道施設の老朽化対策、市

民サービスの向上、そしてそれらを支える健全な経営など、下水道事業に対するニーズ
の範囲は広がりを見せており、その内容も高度化してきています。 
そこで、本ビジョンの策定に当たり、下水道事業に対するニーズの変化に応じた業務指
標が必要と考え、定量的又は定性的な成果指標を設定し、進行管理を定期的に実施します。 
 
 

2 進捗管理方針 
 

（１）進捗管理と実施状況の公表 

本ビジョンで掲げた施策・取組の評価・進捗管理は、PDCA サイクルに基づき、毎年
度事業指標に基づく進捗管理・評価（内部評価・外部評価）と、その結果に基づく継続
的な改善を行います。 
さらに、取組の実施状況とともに、評価結果や改善状況をホームページに公表し、市

民に向けて情報発信・情報共有を行います。 
 
 

（２）中間見直し 

計画期間の中間年次（令和６年度）に、それまでの施策・取組の進捗や財務状況等を
踏まえて、取組の方向性・進捗を十分に検証し、必要な見直しを実施します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7-1 下水道ビジョンのＰＤＣＡサイクル 
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資料編 
 
 
 
 
 
 
 

資料１ 経営指標一覧 
 

（１）「事業」に関する指標 
 

下水道普及率（％） 
総人口に対して下水道を利用できる区域の人口の割合を表し、本市は

100％に近い水準で推移しています。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 96.4 96.8 96.4 96.9 97.1  

（公共下水道） 96.2 96.5 96.0 96.6 96.8 96.6 

（農業集落排水施設） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5 

（市設置高度処理型浄化槽） 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.5 

 
 

水洗化率（％） 
処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している

人口の割合を表します。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 98.9 98.7 99.0 99.1 99.1  

（公共下水道） 98.9 98.7 99.0 99.1 99.1 98.9 

（農業集落排水施設） 91.9 94.0 96.2 96.2 96.0 86.3 

（市設置高度処理型浄化槽） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 99.0 

 
 

有収率（％） 
処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の割合を  

表し、一般的に比率が高いほど望ましいとされます。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 87.2 86.3 89.4 89.3 88.9  

（公共下水道） 87.1 86.3 89.4 89.3 88.8 78.6 

（農業集落排水施設） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 87.3 

（市設置高度処理型浄化槽） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 99.0 

 
 

（２）「ヒト」に関する指標 
 

職員給与費対営業収益比率（千円） 
営業収益に対する職員給与費の割合で算定され、数値が低いほど業務

の効率化が進んでいることを示しています。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

職員給与費 462,306 505,640 498,954 463,659 411,436 2,551,425 

営業収益 12,618,121 12,744,557 12,850,987 10,534,201 10,529,212 43,433,751 

職員給与費 

対営業収益比率 
3.7％ 4.0％ 3.9％ 4.4％ 3.9％ 5.9％ 

 

職員１人あたりの 

建設改良費＋維持管理費（千円） 

職員 1人あたりの負担の度合いを示し、本市は類似団体と比較すると

低い水準にありますが、今後は施設の老朽化に伴う改築の増加のた

め、職員への負荷が高くなることが予想されます。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

損益勘定所属職員 67 人 71 人 70 人 65 人 61 人 284 人 

資本勘定所属職員 32 人 31 人 37 人 37 人 39 人 122 人 

建設改良費 5,166,057 3,655,660 3,243,758 5,026,809 5,392,948 24,815,363 

維持管理費 4,146,861 4,436,399 4,401,731 4,249,236 4,184,540 14,560,367 

建設改良費＋維持管理費 94,070 79,334 71,453 90,942 95,775 96,848 
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（３）「モノ」に関する指標 
 

有形固定資産 

減価償却率（％） 

償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表し、一般的には

100％に近いほど資産が耐用年数に近づいていることを示しており、将

来の施設の改築等の必要性が推測されます。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 6.1 9.1 11.9 14.6 17.3  

（公共下水道） 6.1 9.1 12.0 14.7 17.3 44.5 

（農業集落排水施設） 7.9 9.2 13.0 16.6 19.3 23.5 

（市設置高度処理型浄化槽） 4.5 6.4 8.1 9.6 11.1 16.2 

 
 

（４）「カネ」に関する指標 
 

累積欠損金比率（％） 

営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填

することができず、複数年にわたって累積した損失の状況を表します。

本市下水道事業全体としては累積欠損金は発生していません。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  

（公共下水道） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

（農業集落排水施設） 514.4 833.1 1,160.2 1,279.0 1,465.5 196.0 

（市設置高度処理型浄化槽） 696.5 906.3 1,187.5 1,220.7 1,423.9 124.2 

 
 

流動比率（％） 
短期的な債務に対する支払能力を表す指標で、一般的には 100％以上

であることが望ましいとされます。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 35.9 27.7 32.7 46.0 61.3  

（公共下水道） 35.8 28.2 33.4 47.8 64.5 59.4 

（農業集落排水施設） -87.8 -1.8 -138.5 -178.7 -160.1 29.6 

（市設置高度処理型浄化槽） 60.9 6.1 16.2 -39.4 -89.0 180.1 

 
 

更新投資充当可能資金 

対建設改良費比率（％） 

更新投資財源をどの程度確保できているかを示し、一般的には比率が

高いほど望ましいとされます。 

 H26 H27 H28 H29 H30 類似都市 

下水道事業 16.9 5.3 7.7 33.0 36.2  

（公共下水道） 22.8 14.9 36.5 54.9 61.0 58.3 

（農業集落排水施設） -543.8 -38.8 0.0 -3,458.6 -1,266.9 345.3 

（市設置高度処理型浄化槽） -50.6 -50.8 -123.1 -89.2 -114.2 12.2 

 
 
   



 

42 

H25 H26 H27 H28 H29

1.業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 47,146 55,170 292,060 613,092 1,149,072

減価償却費 8,055,103 8,114,172 8,120,223 8,140,721 8,192,941

引当金の増減額 55,148 50,314 19,308 14,093 11,185

長期前受金戻入額 △ 4,534,241 △ 4,637,464 △ 4,759,077 △ 4,788,033 △ 2,314,864

受取利息及び受取配当金 △ 207 △ 73 △ 151 △ 9 △ 11

支払利息 2,764,611 2,587,482 2,410,125 2,188,555 1,980,636

有形固定資産除却損 26,476 0 12,959 495,328 21,705

有形固定資産売却損益 △ 2,355 32,530 8,568 0 0

前納報奨金 0 0 0 8,941 7,478

未収金の増減額 210,631 △ 37,007 △ 87,698 26,234 21,894

未払金の増減額 257,789 98,672 235,741 601,632 134,338

その他流動負債の増減額 0 △ 334 5,022 △ 7,255 △ 1,385

小 計 6,880,102 6,263,462 6,257,080 7,293,300 9,202,988

利息及び配当金の受取額 207 73 151 9 11

利息の支払額 △ 2,764,611 △ 2,587,482 △ 2,410,125 △ 2,188,555 △ 1,980,636

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,115,698 3,676,053 3,847,106 5,104,753 7,222,363

2.投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,907,273 △ 4,068,253 △ 4,280,646 △ 3,984,809 △ 4,152,949

有形固定資産の売却による収入 2,355 588 0 0 0

無形固定資産の取得による支出 △ 316,487 △ 189,810 △ 122,250 △ 124,738 △ 147,525

その他投資による支出 0 △ 219 △ 26 0 0

その他投資による収入 0 388 102 0 0

国庫補助金等による収入 1,004,564 1,612,592 1,653,059 718,574 1,254,276

受益者負担金等による収入 60,337 49,558 70,073 69,568 53,158

一般会計又は他の特別会計からの

繰入金による収入 2,631,608 2,727,252 2,819,777 2,807,130 283,600

その他資本的収入 0 6,302 4,492 4,777 7,904

投資活動によるキャッシュ・フロー 475,103 138,396 144,581 △ 509,498 △ 2,701,536

3.財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入による収入 2,096,000 1,300,000 0 0 1,300,000

一時借入金の返済による支出 △ 2,096,000 △ 1,300,000 0 0 △ 1,300,000

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入
2,303,300 3,114,500 2,228,500 2,499,800 4,002,700

建設改良費等の財源に充てるための

企業債の償還による支出
△ 6,528,224 △ 6,707,092 △ 6,901,018 △ 7,041,534 △ 7,114,411

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,224,924 △ 3,592,592 △ 4,672,518 △ 4,541,734 △ 3,111,711

資金増加額 365,877 221,857 △ 680,831 53,521 1,409,116

資金期首残高 274,122 639,999 861,857 181,025 234,546

資金期末残高 639,999 861,857 181,025 234,546 1,643,662

■下水道事業

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務活動によるキャッシュ・フローは、使用料収入の増加や支払利息の減少等に伴う
当年度純利益の増加により、増加の傾向を示しました。 
 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資の増加と、国庫補助金等による収入計上
時期の影響でマイナスが拡大しています。 
 

財務活動によるキャッシュ・フローは、企業債の償還による支出が増加の傾向を示す
ため、経常的にマイナスが発生しています。 
 

以上により、業務活動によるキャッシュ・フローが、投資活動によるキャッシュ・フロ
ーと財務活動によるキャッシュ・フローのマイナスをカバーしていることがわかります。 
 

今後は、改築の増加により、投資活動によるキャッシュ・フローと財務活動によるキ
ャッシュ・フローのマイナスがさらに拡大して、資金が減少に転じる可能性があります。 

 
  

（単位：千円) 
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資料２ 収益的収支・資本的収支の見通し 
 

（１）下水道事業の収益的収支計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

下水道事業（収益的収支）

年 度

区 分

参考

平成30年度

参考

令和元年度
令和2年度 令和3年度 令和4年度

収
益
的
収
支

収
益
的
収
入

１ 営業収益 (A) 10,529,212 10,194,654 10,220,257 10,225,725 10,185,648

(1) 使用料収入 8,820,212 8,734,061 8,751,575 8,766,971 8,782,367

(2) 他会計負担金（雨水） 1,709,000 1,460,593 1,468,682 1,458,754 1,403,281

２ 営業外収益 5,069,960 5,327,249 5,354,759 5,342,786 5,235,420

(1) 他会計負担金(汚水) 2,723,352 3,067,381 3,089,505 3,074,420 2,965,065

(2) 長期前受金戻入 2,326,061 2,259,868 2,265,254 2,268,366 2,270,355

(3) その他 20,547

収入計 (B) 15,599,172 15,521,903 15,575,016 15,568,511 15,421,068

収
益
的
支
出

１ 営業費用 12,457,340 13,384,595 13,619,791 13,660,263 13,519,452

(1) 職員給与費 411,436 504,318 504,318 504,318 504,318

(2) 維持管理費 1,316,463 1,667,691 1,821,440 1,834,078 1,669,717

(3) 減価償却費 8,303,050 8,164,885 8,155,071 8,135,999 8,112,738

(4) 流域下水道維持管理負担金 2,426,391 3,047,701 3,138,962 3,185,868 3,232,679

２ 営業外費用 1,818,087 1,791,497 1,698,158 1,630,162 1,582,237

(1) 支払利息 1,776,031 1,791,497 1,698,158 1,630,162 1,582,237

(2) その他 42,056

支出計 (C) 14,275,427 15,176,092 15,317,949 15,290,425 15,101,689

経常損益 (B)-(C) (D) 1,323,745 345,812 257,067 278,086 319,379

特別利益 (E) 22,668

特別損失 (F) 1,312

特別損益 (E)-(F) (G) 21,356

当年度純利益（又は純損失） (D)+(G) 1,345,101 345,812 257,067 278,086 319,379

繰越利益剰余金又は累積欠損金 3,307,963 2,557,446 1,778,025 1,129,380 759,568
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令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

10,209,921 10,227,873 10,245,444 10,259,613 10,268,900 10,279,754 10,279,900

8,797,762 8,813,171 8,828,568 8,836,243 8,839,389 8,842,535 8,845,681

1,412,159 1,414,702 1,416,876 1,423,370 1,429,511 1,437,219 1,434,219

5,260,591 5,273,668 5,283,258 5,304,330 5,319,530 5,339,967 5,333,732

2,988,740 2,999,175 3,008,500 3,026,566 3,043,821 3,064,428 3,062,748

2,271,851 2,274,493 2,274,758 2,277,764 2,275,709 2,275,539 2,270,984

15,470,512 15,501,541 15,528,702 15,563,943 15,588,430 15,619,721 15,613,632

13,555,805 13,593,610 13,626,676 13,672,191 13,700,301 13,735,321 13,754,657

504,318 504,318 504,318 504,318 504,318 504,318 504,318

1,682,355 1,694,994 1,707,633 1,719,869 1,731,869 1,743,868 1,755,868

8,087,635 8,066,810 8,037,114 8,018,890 7,982,094 7,950,784 7,903,380

3,281,497 3,327,488 3,377,611 3,429,114 3,482,020 3,536,351 3,591,091

1,549,567 1,547,184 1,560,907 1,581,034 1,607,513 1,640,856 1,625,819

1,549,567 1,547,184 1,560,907 1,581,034 1,607,513 1,640,856 1,625,819

15,105,372 15,140,794 15,187,583 15,253,225 15,307,814 15,376,177 15,380,476

365,141 360,748 341,119 310,719 280,617 243,544 233,156

365,141 360,748 341,119 310,719 280,617 243,544 233,156

790,830 1,151,578 1,492,697 1,803,415 2,084,032 2,327,576 2,560,732

（単位：千円）
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（２）下水道事業の資本的収支計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

年 度
区 分

参考

平成30年度

参考

令和元年度
令和2年度 令和3年度 令和4年度

資
本
的
収
支

資
本
的
収
入

１ 企業債 4,785,300 5,947,700 6,582,600 6,731,000 6,533,700

うち資本費平準化債 384,900 578,497 496,818 343,165 128,936

2 他会計負担金 270,583 144,935 148,281 148,577 222,108

3 国（都道府県）補助金 1,473,067 2,628,000 1,960,000 2,292,000 1,548,000

4 固定資産売却代金 2,275

5 工事負担金 51,574 109,126 114,112 111,131 107,078

6 その他 21,814

計 (A) 6,604,613 8,829,761 8,804,993 9,282,708 8,410,886

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

(B) 1,102,783

前年度同意債等で今年度収入分 150,300

純計 (A)-(B) (C) 5,351,530 8,829,761 8,804,993 9,282,708 8,410,886

資
本
的
支
出

１ 建設改良費 5,122,891 8,424,000 8,287,000 8,771,000 7,706,000

うち職員給与費 287,379 267,590 267,590 267,590 267,590

２ 企業債償還金 7,198,536 7,123,106 7,054,019 6,919,993 6,726,754

3 その他 8,395

4 流域下水道建設負担金 270,057 431,851 535,787 532,195 655,830

計 (D) 12,599,879 15,978,957 15,876,806 16,223,188 15,088,584

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額 (D)-(C)

(E) 7,248,349 7,149,196 7,071,813 6,940,480 6,677,698

補
塡
財
源

１ 損益勘定留保資金 5,973,997 5,905,017 5,889,817 5,867,633 5,842,383

２ 利益剰余金処分額 444,062 1,096,329 1,036,488 926,731 689,191

３ 繰越工事資金 243,764

４ その他 586,526 147,850 145,508 146,116 146,124

計 (F) 7,248,349 7,149,196 7,071,813 6,940,480 6,677,698

補塡財源不足額 (E)-(F)

補填財源繰越金残高

下水道事業（資本的収支）
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令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

6,875,100 6,413,100 5,871,800 5,631,000 5,420,100 2,888,800 2,579,800

177,418 165,135 158,635 144,898 129,442 113,551 106,607

1,790,000 1,787,000 867,000 753,000 673,000 408,000 408,000

103,230 99,574 96,099 92,800 89,665 86,687 83,858

8,945,748 8,464,809 6,993,534 6,621,698 6,312,207 3,497,038 3,178,265

8,945,748 8,464,809 6,993,534 6,621,698 6,312,207 3,497,038 3,178,265

8,279,000 7,931,000 6,655,000 6,230,000 5,780,000 2,948,000 2,639,000

267,590 267,590 267,590 267,590 267,590 267,590 267,590

6,298,142 5,718,051 5,156,475 4,968,985 4,296,047 4,139,665 4,201,344

666,278 549,282 363,939 434,136 593,251 628,948 628,948

15,243,420 14,198,333 12,175,414 11,633,121 10,669,298 7,716,613 7,469,292

6,297,672 5,733,524 5,181,880 5,011,423 4,357,091 4,219,575 4,291,027

5,815,784 5,792,317 5,762,356 5,741,126 5,706,385 5,675,245 5,632,396

333,879

148,009 148,144 147,762 147,109 146,372 145,474 145,091

6,297,672 5,940,461 5,910,118 5,888,235 5,852,757 5,820,719 5,777,487

△ 206,937 △ 728,238 △ 876,812 △ 1,495,666 △ 1,601,144 △ 1,486,460

206,937 935,174 1,811,987 3,307,653 4,908,796 6,395,256

（単位：千円）
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資料３ 用語解説 
 

【 ア 行 】 
アセットマネジメント 
施設全体の中長期の更新需要を把握

し、財政収支見通しを踏まえた更新財源
の確保策を講じるなど、持続可能な事業
を実現するための経営面の活動のこと。 

一般会計繰入金 
同一地方公共団体内の他の会計から

の収入を受け入れることを繰入といい、
総務省が毎年度示している繰出基準に
基づく基準内繰入金と赤字補填等の目
的である基準外繰入金をあわせたもの
のこと。なお、当該文脈においては、基
準外繰入金を意味している。 

雨水浸透 
降雨が地表面から地中に浸入する現

象のこと。 

雨水調整池 
下流の河川や水路等の流下能力に合

うよう雨水の一部を貯留して、ピーク時
の雨水流出量を抑制する施設のこと。 

雨水ます 
分流式下水道の場合、路面排水と宅地

からの雨水、合流式下水道の場合、路面
排水のみを受け、取付管により本管（雨
水管・合流管等）に流すますのこと。 

汚水処理人口普及率 
行政区域内の総人口に対して、汚水処

理施設（公共下水道、農業集落排水施設、
合併処理浄化槽など）により汚水を処理
できる人口の割合。 
【 カ 行 】 
企業会計方式 
地方公共団体が公営企業の経営基盤

の強化や財政マネジメントの向上等に
的確に取り組むための民間企業と同様
の会計方式のこと。 
  

 
官民連携 
各種行政サービスを、行政と民間が連

携し民間の持つ多種多様なノウハウ・技
術を活用することにより、行政サービス
の向上、業務効率化等を図ろうとする考
え方や概念のこと。 

企業債 
地方公営企業が行う建設改良費等に要

する資金に充てるために起こす地方債の
こと。収益を生ずる施設投資のための起
債であり、償還費は下水道使用料等によ
り回収される。 

規制対象事業場 
下水道法及び下水道条例により、公共

下水道への接続に際し、排出する汚水の
水質が規制される事業場のこと。 

緊急輸送道路 
災害時の復旧・物資輸送活動に最低限

必要な国道などの主要道路のこと。 

繰越利益剰余金 
営業活動によって生じた純利益のう

ち、特定の使途がなく、次年度に繰り越
されるもののこと。 

下水道ＢＣＰ 
災害発生時など、人材や資材に制約があ
る状況下でも、適切に下水道サービスを供
給するために備えておく計画のこと。 
※BCP（Business Continuity Plan） 

建設改良費 
下水道施設の建設又は改築に要する費

用のこと。 

合流式 
汚水と雨水を同一の管きょで排除し、

処理する方式のこと。 
 
汚水管に雨どいなどからの雨水が誤っ



 

48 

 

誤接続 
汚水管に雨どいなどからの雨水が誤

って接続されていること。 
【 サ 行 】 
時間計画保全管理 
各設備の特性に応じて予め定めた周

期（目標耐用年数等）により、対策を行
う管理方法のこと。 

市設置高度処理型浄化槽 
市が設置及び維持管理を行う浄化槽

のことで、窒素・リンを取り除くことが
できるもののこと。 

資本的収支 
施設の建設による支出の効果が次年度
以降に及ぶものや企業債の元金償還など
の費用とその財源となる収入のこと。 

収益的収支 
当該年度の企業の経営活動で発生す

る収入と、対応する支出のこと。 

状態監視保全管理 
施設・設備の劣化状況や動作状況の確

認を行い、その状態に応じて対策を行う
管理方法のこと。 
浸水（内水）ハザードマップ 
浸水被害が想定される区域を地図上

に表したもの。加えて、円滑かつ迅速な
避難の確保を図るために必要な事項等
を記載したもの。 
浸水シミュレーション 
下水道施設、対象区域の地形、降雨条

件等をモデル化し、そのモデルを用いて
浸水箇所を解析すること。 

水源地域 
ダムの上流部（集水域）及び当該水系

の水循環にかかわる地域のこと。 
 

  

スケールメリット 
事業規模の拡大によって生まれる生産

性・効率性の向上などの効果のこと。 

ストックマネジメント 
目標とする明確なサービス水準を定

め、下水道施設全体を対象に、その状態
を点検・調査等によって客観的に把握、
評価し、長期的な施設の状態を予測しな
がら、点検・調査、修繕・改築を一体的に
捉えて下水道施設を計画的かつ効率的に
管理する手法のこと。 

送煙調査 
下水管きょ内に発煙筒等により煙を発

生させ、昇煙の有無によって誤接続等の
原因を判断する調査のこと。 
【 タ 行 】 
対症療法的維持管理 
施設 ・設備の異常の兆候（機能低下等）

や故障の発生後に対策を行う管理方法の
こと。 

耐用年数 
固定資産が、その本来の用途に使用で

きると見られる推定の年数のこと。 

地方公営企業 
地方公共団体が企業として経営する事業
のこと。 

長寿命化 
施設や設備等の耐久性を向上させ、寿命
を延ばすこと。 

都市型水害 
都市化の進展に伴って起こる水害のこと。
地面の大半がコンクリートやアスファル
トで覆われているために雨水が浸透しに
くく、大量の雨水が下水道や河川に流れ
込み、オーバフローすることで起こる水
害などをいう。 
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取付管 
汚水ますまたは雨水ますと本管（汚水

管・雨水管・合流管等）とを接続する管
きょのこと。 
【 ナ 行 】 
内水 
堤防で守られた内側の土地にある水

のこと。一方で、河川の水を外水と呼ぶ。 
【 ハ 行 】 
PDCAサイクル 
典型的なマネジメントサイクルの１

つで、計画（plan）、実行（do）、評価
（check）、改善（action）のプロセス順
に施策や取組の評価・進捗管理を実施す
ること。 

ヒートアイランド 
都市部の気温がその周辺の地域に比

べて異常な高温を示す現象のこと。 

分流式 
汚水と雨水を別々の管きょで排除す

る方式のこと。 

ポンプ場 
低地区域の汚水を高地へ送水するた

めの中継施設のこと。 

保水機能 
雨水が浸透しその土地に留まる機能

のこと。 
【 マ 行 】 
マンホールカード 
各自治体が実際に設置しているデザ

インマンホールの蓋をコレクションカ
ード化したもの。 

未普及解消 
汚水処理施設が未整備の地域を解消す
るために、効率的な整備を実施すること。 
 

【 ヤ 行 】 
有収水量 
使用料徴収の根拠となる下水道へ排出

される水量のこと。 

予防保全的維持管理 
劣化などの推移を適切に予測し、事

故の発生を未然に防ぐ維持管理手法の
こと。 
【 ラ 行 】 
リスクマネジメント 
リスクを組織的に管理 （マネジメント）

し、損失などの回避又は低減を図るプロ
セスのこと。 
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